
 

国立大学法人東京大学と文京区との 

グリーントランスフォーメーションに向けた連携に関する協定 

 

 

 平成 17年１月 12日付けで締結された国立大学法人東京大学と文京区との相互協力

に関する協定に基づき、国立大学法人東京大学（以下「甲」という。）と文京区（以下

「乙」という。）は、持続可能な地域社会の形成を目指すグリーントランスフォーメー

ション（以下「GX」という。）推進に向けた連携について、次のとおり協定（以下「本

協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、甲及び乙が、乙の地域課題に対応し、カーボンニュートラル（炭

素中立）、ネイチャーポジティブ（生物多様性）及びサーキュラーエコノミー（循環

経済）に関する取組を主とする GX推進に寄与するため、相互に連携し、協力するこ

とを目的とする。 

 

（連携・協力事項） 

第２条 甲及び乙は、次の事項について、連携し、協力する。 

⑴ 地域の GX推進に向けた課題対応のための学術研究の推進 

⑵ GX推進に向けた学術研究の成果の社会実装 

⑶ GX推進に向けた各種取組 

⑷ その他本協定の目的を達成するために必要な事項 

２ 前項各号に掲げる事項の具体的業務に関しては、甲及び乙が必要に応じて、別途

協議し定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第３条 本協定の有効期間は、本協定の締結の日から令和７年３月 31日までとする。

ただし、期間満了の日の６月前までに、甲乙いずれからも別段の意思表示がないと

きは、本協定の有効期間は当該期間満了日の翌日から同一の内容をもって更に１年

間延長されるものとし、以後も同様とする。 

 

（守秘義務）  

第４条 甲及び乙は、法令等に基づく場合を除き、本協定に基づく連携及び協力に際

して知り得た相手方の業務上の情報を第三者に開示・漏えいし、又は本協定の目的

以外に使用してはならない。ただし、事前に相手方の書面による承諾を得た場合

は、この限りでない。 

２ 前項の規定は、本協定の終了後においても、なお効力を有するものとする。 



 

 

（その他） 

第５条 本協定に定めのない事項及び本協定に疑義が生じたときは、甲及び乙が誠意

をもって別途協議の上、決定する。 

 

本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印の上、各自

その１通を保有するものとする。  

 

 

令和６年３月２９日 
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